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現代中国における「新型城鎮化」政策の検討
―農村住民の受入れ拠点となる県級市の動向を中心にして―
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はじめに

都市化（urbanization）は，都市の人口規模の拡大や都市特有の生活様式の形成およびその普

及などを意味しており，地球上の至る地域で普遍的に観察される現象である。中国語は，都市化

を「城市化」あるいは「城鎮化」と表現する。いずれも，上述の意味で用いられるが，中国政府

が国家の基本政策として「城市化」あるいは「城鎮化」と表現する場合，両者は，相互に補完的

でありながらも方向性を異にする政策として受け止められている１，２。

「城市化」の方向性は，たとえば，第１２次５ヶ年計画（２０１１―１５年）期に示された「両（二）

横三縦」政策に色濃く反映している。図表１に示したように，「両（二）横」と「三縦」は，中

国全土に分散している発展段階の異なる地区を結んでできる東西の二本の線と南北の三本の線を

意味する。「両（二）横三縦」政策は，この五本の線に沿って都市域を拡大して各地区の優位性

をより一層発揮させると同時に，国土利用の効率化を徹底していくことを目的にしている。すな

わち，国家の基本政策としての「城市化」は，人口と産業の集積地の合理的配置を推進する文脈

で使用されている３。

１ 劉家敏（２０１３年９月）「中国が目指す『都市化』とは何か――『新型城鎮化』に政府が込めた思いと今後
の課題」みずほ総合研究所ウェブサイト
（https://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/insight/as130930.pdf）。
２ 三浦有史（２０１４年３月）「中国『城鎮化』の実現可能性を検証する」日本総合研究所『JRIレビュー』

Vol.３，No.１３，４１～６６頁，オンライン版，日本総合研究所ウェブサイト
（https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/jrireview/pdf/7280.pdf）。
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他方，「城鎮化」の方向性は，「新型城鎮化」政策に体現されている。「新型城鎮化」政策は，

マスタープランである「国家新型城鎮化規画（２０１４―２０２０年）」（２０１４年３月）４〔以下，「規画」

と表記する〕に示されるように，農村住民の都市への移住と「非農業戸口」（都市戸籍）の付与

を最大の目的としている。すなわち，国家の基本政策としての「城鎮化」は，農村住民の包摂に

よる二元社会の解消を推進する文脈で使用されている５。

３ ２０１７年４月に公表された雄安新区建設構想（河北省保定市雄県を中心にした複数の県級行政区にまたが
る地域を先端産業や研究機関が集まる環境共生型の未来型都市として建設していく構想）は，「両（二）横
三縦」政策の一環として位置づけられよう。

４ 中華人民共和国国務院（２０１４年３月）「国家新型城鎮化規画（２０１４―２０２０年）」中華人民共和国国務院ウェ
ブサイト（http://www.gov.cn/zhengce/2014-03/16/content_2640075.htm）。
「規画」は，日本語では計画に相当する。ただし，中国語は，日本語の計画に相当する言葉をいくつかに
使い分けている。たとえば，日本語と同じ「計画」は，比較的近い将来に完了する計画を指し，「城鎮化」
政策のマスタープランで使われている「規画」は，相当長期に及ぶ計画を指す。したがって，前者は，具
体的内容や方法をともなう場合が多く，後者は，具体的内容や方法を欠いた方向性のみを規定している場
合が多い。

図表１ 「両（二）横三縦」政策の見取図

資料 本図表は，新華社が「国民経済和社会発展第十二箇五年規画綱要」の全文を２０１１年３月１６日に報道したさいに「第
五篇 優化格局 促進区域協調発展和城鎮化健康発展」の末尾に挿入した「『両横三縦』城市化戦略格局示意図」
（http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2011-03/17/content_1647851_6.htm）を参考にしている。
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本稿の目的は，中国政府が並行して実施している都市化政策のうち，農村住民の包摂による二

元社会の解消を最大の目的にしている「新型城鎮化」政策について検討することにある。課題

は，２つに大別される。

ひとつは，「規画」が農村住民の受入れ拠点として想定している小都市と中都市の人口規模を

日本の都市の人口規模と比較し，人口規模に限定した視点から，中国の小都市と中都市が集積の

利益を誘発する条件を潜在的であれ顕在的であれ備えているか否か判断する。なお，小都市と中

都市の多くは，後述するように，地方行政レベルでいえば三層に位置する県級行政区に相当す

る。

もうひとつは，農村住民の受入れ拠点となる都市は，数多ある小都市と中都市のうち一定数に

限定されざるをえないという見通しに立って，国家発展改革委員会が「規画」を受けて２０１４年

１２月，２０１５年１１月，２０１６年１２月の３回に分けて公表した試験区域の認定基準について考察す

る６，７，８。具体的にいえば，小都市と中都市に相当する県級市（County-level Cities）で「規画」の

公布に先立つ２０００年から公布の翌年にあたる２０１５年にかけて生じた人口規模の変動を示し，１５

年間の増加幅と２０１５年時点の人口規模で優位にある県級市がどの程度認定されているか確認す

る。「新型城鎮化」政策の実現にあたって行政部門が直面する困難は，この間に人口規模を一定

以上拡大した県級市や人口規模で上位に位置する県級市が試験区域に多く認定されていれば小さ

く，少なく認定されていれば大きいと考えられる。その理由は，前者がすでに存在する人口移動

の経路を前提にできるのに対して，後者は相応の資金の投入をして人口移動の経路を新たにつく

りだすことからはじめざるをえないためである。

中国で「新型城鎮化」政策について言及している先行研究は，中国政府の基本方針の解説を目

的にしているものまで含めると枚挙にいとまない。対して，日本における先行研究は，緒に就い

たばかりの政策に対する評価を差し控えているためかあまり多くないとはいえ，「新型城鎮化」

政策の推進にあたって顧慮すべき基本的論点を概ね検討の俎上に載せているように思える。本稿

は，上述した２つの課題に対する取り組みを通じて，中国と日本で発表された先行研究ではかな

５ そもそも「城鎮」とは，人口と産業の集積が進んでいる地区（市街地）を意味する「城市」と「城市」の
水準には及ばないが農村の水準よりは人口と産業の集積が進んでいる地区（市街地）を意味する「建制鎮」
とを並列させた言葉である。また，「城市」と「建制鎮」は，市街地を意味すると同時に，そうした地区を
中心とする同一の行政機関（市政府または鎮政府）によって事務が執行されている行政区域全体をも意味
している。中国の行政区画を日本に紹介する文献は，日本の地方行政制度になぞらえて，「城市」を市，
「建制鎮」を町と表記することがしばしばある。
６ 中華人民共和国国家発展和改革委員会（２０１４年１２月）「国家新型城鎮化綜合試点方案」同ウェブサイト
（http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201502/W020150204327302085897.pdf）。
７ 中華人民共和国国家発展和改革委員会（２０１５年１１月）「第二批国家新型城鎮化綜合試点工作方案要点」
同ウェブサイト（http://www.ndrc.gov.cn/gzdt/201511/W020151127367111138939.pdf）。

８ 中華人民共和国国家発展和改革委員会（２０１６年１２月）「第三批国家新型城鎮化綜合試点地区名単」同
ウェブサイト（http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201612/W020161207325716148080.pdf）。
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らずしも十分に検討されているとはいえない改革開放政策実施以降の地方行政区の編成方針との

兼ね合いから中国政府の「新型城鎮化」政策を評価し，その実現可能性を吟味してみたい。

１．都市の区分

「規画」は，特定の人口規模をもつ都市に限定して農村住民の包摂という課題を与えているの

で，最初に，「規画」に示される都市の分類について解説しておきたい。「規画」は，市街地常住

人口に応じて都市を６群に区分しているが，このうち①建制鎮（建制鎮は，日常的には「建制」

の二文字を省いて単に「鎮」と表現されている。しかし，「鎮」と表現した場合，行政機関がお

かれていない市街地を意味する「集鎮」と区別されないことも多いために，本稿では，煩雑であ

るが表記を建制鎮で統一することにしたい），②〔市街地常住人口５０万未満の――筆者〕小都

市，③市街地常住人口５０万以上１００万未満の〔中――筆者〕都市が，農村住民の受入れ拠点と

なる。残る④市街地常住人口１００万以上３００万未満と⑤市街地常住人口３００万以上５００万未満の

２群の大都市，および⑥市街地常住人口５００万以上の巨大都市は，農村住民の受入れを大なり小

なり制限することを容認される代わりに，高付加価値を物質的精神的両面にわたって省エネル

ギーかつ低コストで生産しうるグリーンシティ化やスマートシティ化を推進していくことを課題

としている。後者の都市群は，「両（二）横三縦」政策の遂行でも重きをなす。

とはいえ，「規画」は，農村住民の受入れに関する各都市群の対応について「全面的受入れ」，

「秩序ある受入れ」，「合理的受入れ」などと基本方針を象徴的表現で示すにとどまる９。これに対

して，中国政府が矢継ぎ早に公布した「関于進一歩推進戸籍制度改革的意見」〔以下，「意見」と

表記する〕は，農村住民の受入れに関する各都市群の対応について具体的方針を明らかにしてい

る１０。図表２は，その内容をまとめたものである。

もっとも，「規画」で「合理的受入れ」を指示された市街地常住人口１００万以上３００万未満の

大都市については，「意見」でもその具体的基準が示されていない。図表２を一瞥したかぎりで

は，市街地常住人口１００万以上３００万未満の大都市には，「秩序ある受入れ」を指示された市街

地常住人口５０万以上１００万未満の中都市とさほど変わりない基準が適用されるようにみえる。

筆者は，農村住民の受入れの許容量は，都市の立地条件や都市インフラの水準などの相違から市

９ 「規画」（第３篇第６章第２節）では，農村人口の受入れに関する方針として，以下の概略が示された。
①建制鎮 （市街地常住人口に関する規定はない） ：農村人口の全面的受入れ
②小都市 （市街地常住人口５０万未満） ：農村人口の全面的受入れ
③中都市 （市街地常住人口５０万以上１００万未満）：農村人口の秩序ある受入れ
④大都市 （市街地常住人口１００万以上３００万未満）：農村人口の合理的受入れ
⑤大都市 （市街地常住人口３００万以上５００万未満）：農村人口の受入れ条件の確定
⑥巨大都市（市街地常住人口５００万以上） ：総人口の厳格管理

１０ 中華人民共和国国務院（２０１４年７月）「関于進一歩推進戸籍制度改革的意見」中華人民共和国国務院
ウェブサイト（http://www.gov.cn/zhengce/content/2014-07/30/content_8944.htm）。
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街地常住人口１００万以上３００万未満の大都市のあいだでも大きく異なっていると考える。それゆ

え，市街地常住人口１００万以上３００万未満の大都市は，市街地常住人口５０万以上１００万未満の

中都市に与えられる基準と市街地常住人口３００万以上５００万未満の大都市に与えられる基準のい

ずれかを状況に即して選択できる弾力的運用が許されているのではないかと推察する。本稿は，

「合理的受入れ」の「合理的」の意味をこのように解釈したい。したがって，農村住民の受入れ

の中心となることを無条件に課題として与えられている都市は，建制鎮，小都市，中都市の三都

市群に限定されるとみなす。

なお，中国政府は，建制鎮，小都市，中都市が居住，就業，教育，社会保障の各方面において

農村住民を都市住民と等しい条件で受入れれば，生活水準の向上の機会を与えられた旧農村住民

の消費が喚起されることによって企業の生産が刺激され，投資主導の経済成長メカニズムから消

費主導の経済成長メカニズムへの転換が促されると期待している。都市人口比率は，常住人口

ベースでは近年になってようやく農村人口比率を上回る水準にまで到達したが，戸籍人口ベース

では依然として３０％台半ばにとどまる。農村住民が都市住民化していく過程で生じる消費は，

確かに計り知れない影響を中国経済に及ぼすと考えられる。中国政府は，農村住民の差別的待遇

の解消のみならず，内需の拡大を実現する手段としても，建制鎮，小都市，中都市における「城

鎮化」の進展を位置づけているのである。

ただし，その道程は，先述したように，決して平坦ではない。中国政府は，都市インフラの整

図表２ 農村住民の受入れに関する方針

都 市 方 針

区 分 市街地
常住人口

合法かつ安定した
就業

合法かつ安定した
居住地（賃貸可）

都市部社会保険
加入年数

配偶者，未成年
子女，父母等へ
の戸籍の付与

巨大都市 ５００万以上 他の項目を加味した「ポイント制」（注）の導入 許 可

大 都 市 ５００万未満
３００万以上

必 要
適度な受入れのため
に巨大都市に準じる
基準を設けてもよい

必 要
適度な受入れのため
に巨大都市に準じる
基準を設けてもよい

一定期間必要
ただし，５年を超え
る基準を設けてはな
らない

許 可

大 都 市 ３００万未満
１００万以上 必 要 必 要 一定期間必要 許 可

中 都 市 １００万未満
５０万以上 必 要

必 要
ただし，面積と価格
に基準を設けてはな
らない

一定期間必要
ただし，３年を超え
る基準を設けてはな
らない

許 可

小 都 市 ５０万未満 規定なし 必 要 規定なし 許 可

建 制 鎮 ―― 規定なし 必 要 規定なし 許 可

注 「ポイント制」とは，学歴，年齢，業績，各種資格，外国語スキル，IT スキル，賞罰などの各人の属性をポイ
ントに換算して，その合計点数が一定以上に達する者だけに戸籍を与える仕組みである。

資料 中華人民共和国国務院（２０１４年７月）「関于進一歩推進戸籍制度改革的意見」中華人民共和国国務院ウェブ
サイト（http://www.gov.cn/zhengce/content/2014-07/30/content_8944.htm）より作成。
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備や戸籍制度の改革などを通じて，建制鎮，小都市，中都市への移住と農外産業における就業を

農村住民に働きかけることはできるが，その進展は，中国政府自身も認めているように，都市が

もつ集積の利益（人口と産業の集積によって生まれる規模の経済や外部経済）の大きさに強く規

定される。確かに，中国政府は，深圳経済特区や上海浦東新区に代表される都市開発で多くの実

績をあげてきた。しかし，そうした都市開発の成功事例は，沿海部（東部）の既存都市に隣接す

る地域におけるものがほとんどである。深圳経済特区の成功要因は，アジアを代表する自由都

市・香港との隣接という地理的条件に恵まれていたことにある。上海浦東新区の成功要因は，租

界時代に大都市にまで成長した上海市の一区画であったことにある。改革開放政策実施以降の新

興都市の成長は，沿海部に位置する既存都市が生みだしていた集積の利益の恩恵を抜きにして語

れない。今日に至る商業，交通，通信，教育，娯楽，医療などの都市機能の拡充は，既存都市が

生みだす集積の利益の恩恵に与って，自らも集積の利益を生みだせる規模にまで人口と産業を集

積させたからにほかならないのである。

建制鎮，小都市，中都市に与えられた課題は，大都市と巨大都市に与えられた課題とは比較に

ならないほど難度が高い。大都市と巨大都市の課題は，これまでの都市開発の延長線上に位置づ

けられる半ば自然の流れを後押しする取り組みであるのに対して，建制鎮，小都市，中都市の課

題は，大都市と巨大都市に向かっていた人口移動の経路を断ち切って新たにつくりだすというき

わめて人工的な取り組みにならざるをえないからである。当然，その達成に不可欠な資金は，公

的資金を中心とする以外になく，中国政府の財政負担は，大都市と巨大都市の課題遂行にともな

う支出分よりも過大になると見込まれる１１。また，建制鎮，小都市，中都市の総数は，大都市と

巨大都市の総数を大きく上回るために，公的資金の配分をめぐる都市間の調整にも，相応の時間

を要する可能性が高い。「規画」によれば，２０１０年当時，２群の大都市数は１２４市，巨大都市数

は１６市にとどまったのに対して，建制鎮数は１９，４１０市，小都市数は３８０市，中都市数は１３８市

にものぼった。

１１ 岡本信広（２０１４年１１月）「新型都市化政策の評価――中国は都市化の費用をまかなえるのか？」『東亜』
第５６９号，３２～５３頁。
岡本は，「新型城鎮化」政策の推進にともなう中国政府の財政負担について，①国務院発展研究中心課題
組（２０１１年）『農民工市民化――制度創新予頂層政策設計』中国発展出版社，②潘家華・魏後凱編（２０１３
年）『中国城市発展報告 No.６――農業転移人口的市民化（城市藍皮書）』社会科学文献出版社，③World

Bank and Development Research Center of the State Council, The People’s Republic of China（２０１４）Urban

China : Toward Efficient, Inclusive, and Sustainable Urbanization, World Bank Publicationsに示される推計
結果を紹介するとともに，独自の推計を試みている。岡本によれば，いずれの推計でも，中国全土で都市
化を１％進めるために必要とされる都市インフラ，社会保障，公共サービスへの支出額は，１兆元を超え
る。ちなみに，この金額は，中央政府と地方政府の一般公共予算収入を合算した金額の 10％程度に相当す
る。岡本は，都市化が順調に進展すれば，民間資金が投下されることによって中国政府の財政負担は軽減
されていくと指摘する一方，当初から新規財源の確保や民間資金の利用を前提としないかぎり都市化を支
える資金の支出が困難であると分析する。
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農村住民の包摂という課題を与えられた建制鎮，小都市，中都市は，持続的成長を担保するだ

けの集積の利益を生みだせるだろうか。とりわけ内陸部の建制鎮，小都市，中都市は，集積の利

益を生みだせるだろうか。また，すべての建制鎮，小都市，中都市への公的資金の配分は，人口

と産業の集積を誘発するに及ばない零細資金のばらまきに等しくなるため，拠点となる建制鎮，

小都市，中都市への公的資金の傾斜配分が不可欠となるが，数多ある建制鎮，小都市，中都市の

うち，いずれに傾斜配分すべきであるか。国家発展改革委員会は，後述するように，総合的見地

から条件を異にする建制鎮，小都市，中都市を試験区域として認定している。筆者は，近年の拡

大幅と現状の人口規模で優位に立つ建制鎮，小都市，中都市への資金の傾斜配分が集積の利益の

誘発と公的資金の合理的配分をともに満足させる解であると認識している。

２．県級市の人口規模と集積の利益の誘発

「規画」は，市街地常住人口１００万未満になる①建制鎮，②小都市，③中都市に農村住民の包

摂という課題を与えていた。建制鎮と小都市は，全面的に（事実上無条件という意味になる），

中都市は，秩序立って（教育機関，医療機関，住宅などの社会インフラおよび社会保障制度の整

備と足並みを揃えつつという意味になる），農村住民を都市住民として受け入れていくことが課

題とされていた。

市街地常住人口１００万未満になる小都市と中都市の多くは，行政レベルでいえば，県級市とな

る。この県級市の人口規模は，日本のどの行政レベルの都市の人口規模に相当するだろうか。図

表３は，中国政府が「規画」で用いている都市区分と日本政府（総務省や国土交通省などの省

庁）が刊行物などで用いている都市区分の規準が大きく異なることを承知したうえで，「市」の

呼称を与えられている地方政府の事務と予算執行の権限について考えるために作成したものであ

る。中国政府（「規画」）の都市区分は，農村常住人口を含まない市街地常住人口に基づき，日本

政府の都市区分は，農村部人口をも含めた市部（市と区）人口に基づいている（市部は，人口５

万以上，かつ中心的市街地の戸数の割合と商工業その他の都市的業態に従事する者及びその者と

同一世帯に属する者の割合がそれぞれ６０％以上であることなどを設置要件とし，郡部（町と村）

ほどではないが，農村部人口を相当数含んでいる）１２。

１２ 総務省統計局「人口集中地区とは」総務省統計局ウェブサイト（http://www.stat.go.jp/data/chiri/1-1.htm）。
もっとも，日本では，国勢調査の調査区を基本単位とする「人口集中地区」（Densely Inhabited District :

DID）の特定が１９６０年代以降行われるようになっており，一般に，この DID人口を厳密な意味での都市
人口とみなすようになっている。DIDとは，人口密度４０００人/km２以上となる隣接した調査区でつくられ
る人口５０００以上の地域である。

DID人口を都市人口とみなすようになった契機は，１９５３年の町村合併促進法と１９５６年の新市町村建設
促進法の施行を受けて，多くの町村が市制を施行するようになったか，既存市に合併されるかしたことに
よる。この結果，広範囲にわたる農村的性格の強い地域が，市部に含まれるようになり，実態の区分と統
計上の区分とのあいだに著しい齟齬を来すようになった。

現代中国における「新型城鎮化」政策の検討 19



小都市に分類される中国の都市の多くは，農村常住人口を除外した市街地常住人口だけで日本

の中都市に匹敵する人口規模を擁しており，また，中都市に分類される中国の都市は，農村常住

人口を除外した市街地常住人口だけで日本の大都市に匹敵する人口規模を擁している。中国の小

都市と中都市は，住民ひとりに求められる事務量と予算額が日本と同程度になると仮定した場

合，日本の中核市や政令指定都市に相当する権限を与えられたとしても違和感がない。むしろ，

日本では中核市や政令指定都市にもなりうる中都市の多くが，中国では小都市として最小限の事

務処理と予算執行の権限しか与えられないとすれば，「新型城鎮化」政策の実現可能性は，きわ

めて低くなるだろう。事務処理と予算執行を慣例と裁量に基づいて迅速かつ柔軟になしうること

が，農村住民の包摂を進めるうえで何よりも重要になると認識するからである。とはいえ，筆者

は，小都市と中都市の事務処理と予算執行の権限に関する正確かつ詳細な知識をもたない。「新

図表３ 中国と日本の都市区分
中 国 日 本

５００万以上 巨大都市
副省
級市

計画
単列市

大都市

東京都
特別区

政令指
定都市

４５０万以上５００万未満

大都市

４００万以上４５０万未満
３５０万以上４００万未満
３００万以上３５０万未満
２５０万以上３００万未満
２００万以上２５０万未満
１５０万以上２００万未満

一般市

１００万以上１５０万未満
５０万以上１００万未満 中都市

５０万未満

小都市
中都市

中核市４０万以上５０万未満
３０万以上４０万未満
２０万以上３０万未満 特例市
１０万以上２０万未満

一般市
１０万未満 小都市

注 １．中国の都市区分は，市街地常住人口に基づき，日本の都市区分は，市部（市・区）人口に基づく。
２．中国の計画単列市と副省級市は，ともに国の経済・社会開発計画の立案と遂行にあたって省級行
政区と同等の扱いを受ける地級市であり，国務院によって認定される。設置は，計画単列市が副省
級市に先んじて１９８３年から１９８９年にかけて８回にわたって行われ，副省級市は改革開放政策をよ
り進展させる目的のためにより大きな権限を地級市の一部に認めるべきであるという認識が政府関
係者によって共有されるようになっていた１９９４年に一括して行われた。また，副省級市制度の設
置にあたり，１４市あった計画単列市のうち瀋陽市，長春市，哈爾浜市，南京市，武漢市，広州市，
成都市，重慶市，西安市の９市は，いったん計画単列市の認定から外された。これら９市は，いず
れも省都であり，計画単列市よりも大幅な権限を認める副省級市の認定を受けることが内定してい
たからである。もっとも，同様に省都である杭州市と済南市に加え，計画単列市の認定を引き続き
受けた大連市，青島市，寧波市，厦門市，深圳市，重慶市の６市も，結局，同時に副省級市の認定
を受けたために，計画単列市制度は，現状では形骸化しているといえる。
なお，重慶市は，１９９７年６月の直轄市（省級行政区）への昇格にあたり，計画単列市と副省級

市の認定を自動的に取り消された。この結果，計画単列市は５市，副省級市は計画単列市５市を含
む１５市となっている。

３．日本の特例市は，２０１５年３月まで設けられていた特例市制度の適用を受けた都市である。特例市
制度は，人口２０万以上となる市を対象にして，都道府県が有した事事務権限の一部を委譲するも
のであったが，２０１５年４月，中核市制度と統合された。
なお，中核市制度の人口要件は，特例市制度との統合にあたって，３０万以上から２０万以上に引

き下げられた。
資料 中国：国務院「国家新型城鎮化規画（２０１４―２０２０年）」。

日本：総務省，国土交通省各種資料。
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型城鎮化」政策の行方を左右するこの点についての検討は，今後の課題としたい。

参考までに述べると，人口５０万未満となる旭川市，函館市，青森市，八戸市，盛岡市，秋田

市，郡山市，いわき市，前橋市，高崎市，川越市，越谷市，柏市，横須賀市，富山市，金沢市，

長野市，岐阜市，豊田市，豊橋市，岡崎市，大津市，豊中市，高槻市，枚方市，西宮市，尼崎

市，奈良市，和歌山市，倉敷市，呉市，福山市，下関市，高松市，高知市，久留米市，長崎市，

佐世保市，大分市，宮崎市，那覇市は，人口規模だけで判断すれば，中国では小都市として扱わ

れる。また，人口１００万未満となる政令指定都市の千葉市，相模原市，新潟市，静岡市，浜松

市，堺市，岡山市，北九州市，熊本市は，中国では中都市として扱われる。中国でも大都市とな

りうる日本の都市は，人口１００万以上となる政令指定都市の札幌市，仙台市，さいたま市，横浜

市，川崎市，名古屋市，京都市，大阪市，神戸市，広島市，福岡市であり，巨大都市となりうる

日本の都市は，２３区を一都市とみなした場合に人口９００万以上となる東京都特別区だけである。

以上の事実から，筆者は，「規画」の公布に前後して見受けられた中国の「新型城鎮化」政策

を諸外国に例をみない小都市と中都市を主体とする独自の都市化政策と位置づける見解には与し

がたい。また，筆者は，建制鎮，小都市，中都市に限定した農村住民の受入れに関して呈せられ

た大都市と巨大都市が生みだしている集積の利益を浪費するに等しいとする指摘についても，正

論とは認めつつも，同時に違和感を禁じえない。その理由は，中国の小都市あるいは中都市は，

日本の中都市あるいは大都市にも比肩する人口規模を擁する都市であり，インフラの建設や戸籍

制度の改革に関する事務処理と予算執行の権限を十分に保障されれば，都市の持続的な成長につ

ながる集積の利益を生みだす可能性を十分に備えているように思われるからである。加えて，大

都市と巨大都市は，大気汚染，交通渋滞，不動産価格高騰などの多岐にわたる都市問題に直面し

ており，集積の利益を相殺しかねない状況に陥っているところも多い。

図表４は，省級（一級），地級（二級），県級（三級），郷級（四級）の４層構造を基本とする

中国の地方行政区の編成を示している（それぞれの設置数は，２０１５年末時点のものである）。正

確にいえば，中国の地方政府は，国の政策を執行する派出機関である。中国の地方行政は，地方

自治を基本原則とする欧米諸国や日本の地方行政とは異なり，憲法（１９８２年１２月施行されたた

め８２年憲法と呼ばれる）第３条に規定される民主集中制に基づいて「中央〔国務院――著者〕

の統一的指導に服する」地方政府によって分掌されているにすぎない。国務院が１９８５年１月に

公布・施行した「行政区画管理に関する規定」は，民主集中制の原則に従い，省級行政区の設

立，撤廃，名称変更等は，国務院の発議を受けた全国人民代表大会で審議・決定されること，地

級行政区と県級行政区の設立，撤廃，名称変更等は，国務院の承認を必要とすること，そして郷

級行政区の設立，撤廃，名称変更等は，国務院から権限を委譲された省級行政区政府の承認を必

要とすることを定めている１３。こうした上意下達の行政制度は，国務院から各級地方政府への指

示の徹底を図るという点できわめて有効であるが，建制鎮，小都市，中都市が「新型城鎮化」政

策の推進にあたって直面する固有の問題に対して画一的な対応に終始せざるをえなくなる可能性
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を孕んでいる１４，１５。

ところで，憲法は，第３０条で地方行政区を省級―県級―郷級の３層で編成すると規定してお

り，省級―地級―県級―郷級の４層を基本とする現在の地方行政区の編成と齟齬を来してい

る１６。具体的に述べると，憲法は，第一に，地級行政区に相当する自治州を県級行政区に相当す

る県および自治県と同級であるかのように表現している。第二に，施行当時から存在していた地

級行政区に相当する地区について規定していない１７。第三に，直轄市を除いて市を一括りにして

１３ 中華人民共和国国務院（１９８５年１月）「国務院関于行政区劃管理的規定」人民日報社ウェブサイト
（http://www.people.com.cn/item/flfgk/gwyfg/1985/112103198501.html）。
１４ 国の政策を執行する派出機関にすぎない地方政府といえども，慣例や裁量に基づいて事務処理と予算執
行を行っている範囲が少なからずある。農村住民の受入れと差別的待遇の解消を進めるうえで発生するに
相違ない不測の事態への対応は，柔軟かつ迅速になされるべきであるが，その行方は，慣例や裁量に基づ
く事務処理と予算執行の権限をどこまで認めるかにかかっていると思われる。

１５ 劉迪「現代中国の中央と地方関係」熊達雲・毛桂榮・王元・劉迪編（２０１５年）『現代中国政治概論――
そのダイナミズムと内包する課題』明石書店，１７０～１８１頁。
地方政府は，省級政府なら国務院（中央政府），地級政府なら省政府というように，一級上位にある政府
の管理下にあり，上級政府が下した指示や課したノルマを既定の期間内に達成することを求められている。
また，地方政府は，指示やノルマへの対応とその結果に基づいて人事を含めた賞罰を受ける。上級政府が
下級政府の人事権を掌握する仕組みは，上級政府幹部への昇進を目的とする下級政府幹部による権力の濫
用を生む温床ともなっている。

図表４ 地方行政区の編成（２０１５年末）
省級 省（２２），自治区（５） 直轄市（４）
地級 地級市（２９１） 地区（１０），自治州（３０），盟（３）

県級 市轄区
（８５２） 県級市（３１０）

県（１，１２５）
自治県（９２）
旗（３４）
自治旗（３）

県級市（５１）
県（２５９）
自治県（２１）
旗（１５）

市轄区（６９） 県（１３）
自治県（４）

郷級

街道 建制
鎮 街道 建制

鎮 郷 建制
鎮 郷 街道 建制

鎮 郷 建制
鎮 郷 街道 建制

鎮
建制
鎮 郷

街道（７，３５３）
建制鎮（１９，５２７）
郷（１１，１８５）

街道（６１７）
建制鎮（９８８）
郷（２４１）

自治 居 居村 居 居村 村 居村 村 居 居村 村 居村 村 居 居村 居村 村
注 １．特別行政区である香港および澳門と中華民国の統治下にある台湾の地方行政区は，除外している。

２．自然保護区である湖北省直轄の神農架林区と１９６０―７０年代の三線建設期に石炭の供給基地として特別な地
位を与えられた貴州省六盤水市の六枝特区は，県級行政区に相当するが，「城鎮化」政策の対象とは考えら
れないために除外している。

３．現資料では郷級行政区と同格に扱われている区公所は，簡略化のために除外している。区公所は，県に
よって設置される派出機関であり，厳密にいえば行政区画ではなく，改革開放政策実施以降相次いで撤廃さ
れ，現在は河北省張家口市涿鹿県と新疆維吾爾自治区喀什地区澤普県がそれぞれ１つずつ設置しているにと
どまる。

４．蘇木，民族郷，民族蘇木は，本来郷が設置されるべき行政区に少数民族が集住しているという理由で設置
される行政区であり，郷と実質的に変わらないため郷と一括してして記載している。

５．街道は，地級市市轄区と県級市によって設置される派出機関であり，厳密にいえば行政区画ではない。
６．末端は，地方行政区ではなく，自治組織である。「居」は居民委員会，「村」は村民委員会の略であり，建
制鎮のもとには居民委員会と村民委員会の両方がおかれている。なお，居民委員会は，「非農業戸口」（都市
戸籍）保有者，村民委員会は，「農業戸口」（農村戸籍）保有者で構成される。

資料 中華人民共和国民政部編（２０１６年）『中華人民共和国行政区劃簡冊２０１６』中国地図出版社，ほか。
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おり，人口規模が比較的大きい市と一般の市という区別を設けてはいるが，前者に相当すると思

われる地級市（Prefecture-level Cities）と後者に相当すると思われる県級市の地方行政上の地位

が明確にわかるように表記していない。

地方行政区の編成に関する憲法の規定と実際との齟齬は，憲法の施行後，省級行政区と県級行

政府をつなぐ存在にすぎなかった地級行政区の役割が当初の想定以上に重みを増していったこと

に由来すると思われる。省級行政区は，処理すべき事務量が増加の一途をたどるなかで，県級行

政区のそれぞれを直接管理下に置く事務負担の大きさに耐えかねられなくなっていったのではな

いだろうか。その結果，たとえば地級行政区である自治州は，行政区域内に設置されている県級

行政区である県級市，県および自治県を積極的に管理することを求められるようになり，また，

憲法では一括りにされた観のあった市も，地級行政区である地級市と県級行政区である県級市と

に明確に地位を区分されたうえで，前者による後者の管理が求められるようになったと思料され

る（民政部が毎年刊行している『中華人民共和国行政区劃簡冊』は，１９８３年版まで地級市と県

級市を区分せず一括して市と表現していた。また，国家統計局が毎年刊行している『中国統計年

鑑』も，１９８３年版まで地級市を省直轄市，県級市を地州轄市と表現していた）。地級市に区分さ

れた規模が比較的大きい市は，従来からの行政区域における事務を執行するだけでなく，周辺に

位置する県級市を管理するようになったのである。「市」の呼称を与えられた地方行政区は，こ

うした経緯もあり，省級，地級，県級の３つの階層にわたって設置されることになった。

３．建制鎮，県級市，地級市の設置要件と地方行政区の編成方針

「規画」は，建制鎮（とりわけ市街地となる鎮区）と県級市（とりわけ市街地となる街道）を

１６ 中華人民共和国全国人民代表大会「中華人民共和国憲法」中華人民共和国全国人民代表大会ウェブサイ
ト（http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/node_505.ht）。
「第３０条 中華人民共和国の行政区画は，以下のとおりである。
（１）全国を省，自治区，直轄市に区分する。
（２）省と自治区を自治州，県，自治県，市に区分する。
（３）県と自治県を郷，民族郷，〔建制――筆者〕鎮に区分する。
直轄市と比較的規模の大きい市を区と県に区分する。自治州を県，自治県，市に区分する。
自治区，自治州，自治県は，民族自治地方である。」
なお，中華人民共和国の最初の憲法は，建国（１９４９年１０月）のひと月前に臨時に施行した中国人民政
治協商会議共同綱領である。中国では，その後，１９５４年９月，１９７５年１月，１９７８年３月，１９８２年１２月の
４回にわたって憲法を全面改正してきた。現行憲法は，１９８２年１２月に施行された憲法であり，１９８８年４月，
１９９３年３月，１９９９年３月，２００４年３月に部分改正されているが，第３０条の内容は，１９８２年１２月の施行
時からまったく変わっていない。

１７ 憲法は，県級行政区に相当する旗と自治旗についても規定していない。ちなみに，旗と自治旗は，清朝
時代に起源をもつ内蒙古自治区固有の行政区である。清朝時代の旗は，満州族と蒙古族の支配地区に設置
された満州族と蒙古族の貴族を長とする行政と軍事が一体となった組織であったが，現存する内蒙古自治
区の旗は，名称のみをとどめているにすぎない。
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農村住民の受入れ拠点の中心として位置づけていた。それでは，建制鎮と県級市は，いかなる要

件に基づいて設置されているのだろうか。改革開放政策実施以降に限定して，建制鎮と県級市，

加えて地級市の設置要件と設置数の推移を確認しておきたい。もちろん，改革開放政策実施まも

ない時期の設置要件は，「新型城鎮化」政策を最重要課題のひとつとするようになった現在とは

異なる想定に基づいて定められていたと思われる。しかし，その後の設置要件と設置数の変化

は，中国政府の「城鎮化」に対する時々の方針を反映するにとどまらず「規画」や関係文書でか

ならずしも明文化されていない今後の方針や展望をも浮かび上がらせるはずである。

建制鎮と県級市の設置要件は，１９８０年代初頭にはじまる「政社分開」（行政部門と生産部門の

分離を意味し，農村では人民公社の解体と同義であった）の推進に連動して，１９８０年代半ばに

まず建制鎮，次いで県級市の順で定められた。建制鎮の設置要件は，１９８４年１１月に，県級市の

設置要件は，１９８６年４月に国務院によって関係機関に通知されている〔以下，前者を１９８４年の

通知，後者を１９８６年の通知と表記する〕。

１９８４年の通知は，県級市や県などの県級行政区の政府機関所在地である郷に対して，等しく

建制鎮を設置しなければならないことを義務づけるとともに，それ以外の郷に対しても，非農業

人口の割合に応じて郷を廃して建制鎮を設置してもよいと指示していた１８。後者については，人

口２万未満の郷の場合は郷政府所在地の非農業人口が２０００人以上であること，人口２万以上の

郷の場合は郷政府所在地の非農業人口が郷の総人口の１０％以上になることを要件とした。また，

１９８６年の通知は，非農業人口６万以上，域内総生産２億元以上となり，すでに郷経済の中心と

なっている建制鎮に対して，県級市への昇格を認めた１９。なお，少数民族地区については，重要

鉱産資源の研究開発拠点や著名な景勝地などとともに，非農業人口６万未満，域内総生産２億元

未満であっても，必要に応じて県級市の設立を認めた。

建制鎮と県級市の設置要件で注目すべき点は，初発から現在にいたるまで一貫して，総人口に

関する規定がないことにある。なお，日本における町と市の設置要件は，前者が都道府県の条

例，後者が地方自治法（第８条）にそれぞれ定められており，いずれも，要件の第一として，総

人口に関する規定を設けている。前者は，５０００以上，８０００以上，１万以上などのように都道府

県ごとに異なり，後者は，一律５万以上となっている（総人口を除く町と市の設置要件は，中心

１８ 中華人民共和国国務院（１９８４年１１月）「国務院批転民政部関于調整建鎮標准的報告的通知」中華人民共
和国国務院ウェブサイト（http://www.gov.cn/zhengce/content/2016-10/20/content_5122304.htm）。
この通知は，１９８４年１０月に民政部が国務院に提出し，その１か月後に国務院から関係機関に対して転
送されたものである。

１９ 中華人民共和国国務院（１９８６年４月）「国務院批転民政部関于調整設市標准和市領導県条件報告的通知」
国発〔１９８６〕４６号，中華人民共和国国務院ウェブサイト
（http://www.gov.cn/zhengce/content/2012-08/20/content_7186.htm）。
この通知は，１９８６年２月に民政部が国務院に提出し，その２か月後に国務院から関係機関に対して転送

されたものである。
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者の割合，都市インフラの整備の度合いなどがある）。

中国政府とすれば，建制鎮と県級市の設置要件に総人口に関する規定を設けた場合，ただでさ

え偏っている中国の人口分布をさらに偏らせる結果になりかねないと考えざるをえなかったのだ

ろう２０。建制鎮と県級市の設置数は，自ずと，東部では多く，中西部では少なくなり，西部から

東部への人口移動にさらに拍車をかけた可能性が高い。

こうしてみると，この２つの通知を発出した当時の国務院は，人口規模の小さな建制鎮と県級

市の濫立を容認するに等しい立場を示していたとさえいえる２１。実際，図表５に示したように，

２０ 胡煥庸（１９３５年）「中国人口之分布」中国地理学会『地理学報』１９３５年第２期，３３～４２頁。
中国の人口分布は，胡が明らかにしたように，黒龍江省黒河市と雲南省騰衝市を結ぶ線の東西で大きく

異なる。標高が，線付近を境にして大きく変わるためである。低地である湿潤な東部には農耕社会，高地
である乾燥した西部には遊牧社会が形成されてきた。人口の９０％以上が，今日でも東部に分布している。

２１ 費孝通（１９８５年）『小城鎮四記』新華出版社（大里浩秋・並木頼寿訳『江南農村の工業化――“小城鎮”
建設の記録１９８３～８４』研文出版）。
社会学者であった費は，戸口登記制度が厳格に運用されていた当時の中国において，「小城鎮」（建制鎮

と同義もしくは集鎮をも含む）の発展と「離土不離郷」を鍵とする農村の工業化戦略を主張し，当時の中
国政府の都市化政策に多大な影響を与えた。この点については，邦訳書末に付された阪本楠彦の解説を参
照されたい。

図表５ 地級市，県級市，建制鎮設置数の推移

注 特別行政区である香港と澳門および中華民国政府が実効支配する台湾を除く。
資料 中華人民共和国民政部『中華人民共和国行政区劃簡冊』（各年版）中国地図出版社。

中華人民共和国国家統計局編『中国統計年鑑』（各年版）中国統計出版社。
中華人民共和国国家統計局社会科技和文化産業統計司編『中国社会統計年鑑』（各年版）中国統計出版社。
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建制鎮の設置数は，１９８０年代半ばの数年間で一気に１万超に達し，最多設置数を記録した２００２

年には１９８４年の２．９倍まで増加した。また，県級市の設置数も，１９８６年から１９９６年までの１０

年間でおよそ２倍にまで増加した。

建制鎮と県級市の増加は，町，一般市および中核市と政令指定都市の各区が住民の日常に最も

身近な行政サービスの担い手となっている日本の現状を勘案すると，十分納得できよう。筆者

は，改革開放政策を展開していくうえであらゆる方面において法制度の変更や調整が求められる

なか，この間の国務院が，国民の日常を支える地方行政単位として建制鎮と県級市を現地の状況

に合わせて柔軟に設立しうる余地をできるかぎり与える方針を採ったと思料する。

とはいえ，国務院は，１９９０年代に入ったあたりから建制鎮と県級市の設置に関する方針を転

換していったように思われる。国務院は，１９９３年５月，県級市の設置要件について定めた新た

な通知を発した〔以下，１９９３年の通知と表記する〕２２。新たな設置要件は，図表６に示したよう

に，非農業人口要件の引き上げや新規要件の追加などを内容としており，県級市の設置は，全体

２２ 中華人民共和国国務院（１９９３年５月）「国務院批転民政部関于調整設市標准報告的通知」国発〔１９９３〕
３８号，中華人民共和国国務院法制局（１９９４年）『中華人民共和国法規匯編（１９９３年１月～１２月）』中国法
制出版社。
この通知は，１９９３年２月に民政部が国務院に提出し，その３か月後に国務院から関係機関に対して転送
されたものである。

図表６ 県級市と地級市の設置要件（１９９３年５月の通達）
（１）県級市

人口密度（人／ha）

４００以上 １００以上
４００未満 １００未満

県政府所在鎮の非農業人口（万人） １２ １０ ８
うち非農業戸籍保有人口（万人） ８ ７ ６

県非農業人口（万人） １５ １２ １０
県非農業人口／県人口（％） ３０ ２５ ２０
県工業生産額（億元） １５ １２ ８
県工業生産額／県農工業生産額（％） ８０ ７０ ６０
域内総生産（億元） １０ ８ ６
サービス業生産額／域内総生産（％） ２０ ２０ ２０
地方本級予算内収入（万元） ６，０００ ５，０００ ４，０００
１人あたり地方本級予算内収入（元） １００ ８０ ６０
上水道普及率（％） ６５ ６０ ５５
道路舗装率（％） ６０ ５５ ５０

（２）地級市
市轄区非農業人口（万人） ２５

うち県級市政府所在鎮において非農業戸籍を保有する非農業人口（万人） ２０
県級市農工業生産額（億元） ３０
県級市工業生産額／県級市農工業生産額（％） ８０
域内総生産（億元） ２５
サービス業生産額／域内総生産（％） ３５
地方本級予算内収入（億元） ２
資料 中華人民共和国国務院（１９９３年５月）「国務院批転民政部関于調整設市標准報告的通知」。
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的に厳格化されたといえる。ただし，国務院は，その一方で，人口密度の相違に基づく３種の条

件を設定し，県級市の設置は，そのいずれかを満たせばよいとした。国務院は，人口の条件が大

きく異なる地域で等しく県級市の設置が可能になるように引き続き配慮していたと思われる。

また，中国政府は，特定の県級市が成長して地級市昇格の条件を整えることを期待していたよ

うである。１９９３年の通知は，県級市の設置要件を見直しただけではなく，地級市の設置要件に

ついてもはじめて明確にした。地級市の設置要件は，市轄区非農業人口２５万以上，域内総生産

２５億元以上，農工業生産額に占める工業生産額の割合８０％以上などであった。県級市の地級市

への昇格は，１９８０年代にはすでに認められていたが，地級市の設置要件は，１９９３年の通知が発

出されるまで明示されていなかった。１９９６年から２００３年における県級市の減少と地級市の増加

は，１９９３年の通知を転機とする県級市新設の絞り込みと既存県級市の地級市への昇格あるいは

編入（市轄区化）の結果であった。なお，総人口に関する規定は，地級市の設置要件にもない。

他方，中国政府は，建制鎮については設置要件を明示しなくなった。国務院は，２００２年８月，

建制鎮の設置要件を定めた１９８４年の通知の適用を停止し，２０１６年１０月，ついにはそれを失効

させた。１９８４年の通知に代わる建制鎮の設置要件を定めた通知は，これまでのところ発出され

ておらず，この結果，建制鎮の設置要件を規定する文書は，現状では存在しなくなった。建制鎮

数は，図表５に示すように，１９８４年の通知の適用が停止された２００２年から２００８年にかけて減

少していたが，２００９年以降は増加に転じている。２００８年までの減少は，新設の絞り込み，合併，

県級市への編入（街道化）の結果であるが，２００９年以降の増加は，国務院が「規画」公布に先

立って建制鎮を拠点とする農村住民の包摂を方針に据えた可能性を示唆する。

さて，筆者は，県級市設置要件の厳格化，地級市設置要件の明確化，建制鎮設置要件の撤回と

いう一連の流れに基づき，かならずしも明言されていない部分を含めて，農村住民の受入れ拠点

として建制鎮，小都市，中都市を並列的に扱う中国政府の「新型城鎮化」政策の基本方針を以下

のように認識する。すなわち，「新型城鎮化」政策は，人口と産業の集積の度合いに応じた段階

的対応を前提とする。最初に，郷人口あるいは建制鎮村区（建制鎮の非市街地に相当する）人口

の建制鎮鎮区（建制鎮の市街地に相当する）あるいは県級市街道（県級市の市街地に相当する）

への移動を促す。次いで，市街地常住人口の割合が高まった建制鎮の県級市への昇格もしくは編

入（街道化）を促す。ここまでの流れは，中国政府にとって全国一律的に推進すべき事柄とな

る。続けて，市街地常住人口の割合が高まった県級市の地級市への昇格もしくは隣接地級市へ編

入（市轄区化）を促す。これは，地域の状況に応じて弾力的対応をとる。

自由な経済活動と人口移動が保障されている国や地域の都市は，ランクサイズルール（順位・

規模法則）の支配を受けるといわれる。ランクサイズルールとは，経験から導かれた自然法則と

いえ，人口規模と人口規模順位の分布が人口規模を縦軸，人口規模順位を横軸とする両対数グラ

フ上で右下がりの直線上に乗ることを意味する（人口第２位の都市の人口は，人口第１位の都市

の２分の１，人口第３位の都市の人口は，人口第１位の都市の３分の１，人口第ｎ位の都市の人
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口は，人口第１位の都市のｎ分の１となる）。ランクサイズルールは，一般に，経済が発展して

いる国・地域ほどあてはまりやすいといわれる。２０１０年に行われた人口センサスの結果を利用

して都市規模分布におけるランクサイズルールの支配を検証した岡本信広によれば，中国は，大

都市の人口規模が比較的小さく，小都市や中都市の人口規模の拡大よりも，依然として大都市の

人口規模の拡大が望まれるという２３。

「新型城鎮化」政策は，これを単独で理解すると，大都市と巨大都市へのさらなる人口の集中

を排除する政策と映る。しかし，「新型城鎮化」政策は，地方行政区の設置基準の変化から窺え

た地方行政区の編成方針が正鵠を射ていた場合，将来における大都市の形成を前提とした常住人

口１００万未満の都市への農村住民の誘導となり，長期的にみれば，岡本の提言のとおり，中国の

都市規模分布を自然法則ともいうべきランクサイズルールの支配下におく試みになるとも予感さ

せる。

４．総合的見地に立脚した試験区域の認定

小島麗逸は，主として１９９０年代の中国における「都市化」の動向を観察し，人口流入によっ

て人口規模を拡大する小都市がある一方で，人口流出によって人口規模を縮小する小都市がある

ことをすでに指摘している（小島の観察では，人口規模が縮小した都市は，人口１０万以下の都

市である）２４。小島の指摘は，「新型城鎮化」政策を展開していく場合でも，農村住民の包摂とい

う課題を担う都市が限定されることを示唆する。

各都市で生じている人口規模の拡大と縮小は，住民が集積の利益の大きさを比較考量して居住

地となる都市を選択した結果にほかならない。したがって，中国政府は，現状の人口移動の経路

を前提にして「新型城鎮化」政策を推進すれば予算の効率的使用が可能になり，「新型城鎮化」

政策それ自体の実現可能性を高めることができる。もっとも，中国政府は，同時に，都市を取り

巻く自然的条件や民族分布などの社会的条件への配慮，あるいは「両（二）横三縦」政策や「一

帯一路」構想２５などとの関連から，中長期的な視点に立って，ときには限りなくゼロに近い水準

からの都市化を促す必要もあるだろう。試験区域は，行政担当者の意向をふまえつつも，多様な

見地に立つ合理性のせめぎあいの末に選ばれたと推察される。

それでは，「城鎮化」政策を担う試験区域の認定に近年の人口規模の拡大幅と現在の総人口が

どの程度反映しているかみていこう２６。ただし，分析の対象は，県級市に限定する。同様に県級

２３ 岡本信弘（２０１４年１２月）「中国の都市システム――都市規模を抑制するのは合理的か？」環日本海経済
研究所『ERINA REPORT』No.１２１，３～１１頁。

２４ 小島麗逸（２００５年１０月）「中国の都市化と小都市・町の盛衰」アジア経済研究所『アジア経済』第４６
巻第１０号，２６～６５頁。

２５ 「一帯一路」構想とは，鉄道や港湾などのインフラに巨額の投資を行うことによって，中国とヨーロッパ
を結ぶ陸上ルートと海上ルートの輸送能力を強化し，両ルート上に位置する諸国間の貿易と投資の活性化
を目指す構想である。
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行政区である地級市市轄区，県，自治県，旗，自治旗および郷級行政区である建制鎮と郷につい

ての分析は，より重層的かつ多角的な視点に即した評価が求められると思われるので別稿を期し

たい。

図表７（１）～（３）は，国家発展改革委員会が３回に分けて認定した試験区域のリストである。

試験区域の認定は，県級行政区単位と郷級行政区単位を中心としつつも，地級行政区単位でも行

われている。「規画」に示された「城鎮化」政策の課題は，市街地常住人口１００万未満の建制鎮，

小都市，中都市に課した農村住民の受入れと差別的待遇の解消だけではなく，市街地常住人口

１００万以上の大都市と巨大都市に課したグリーンシティ化やスマートシティ化の推進などもあ

る。また，建制鎮，小都市，中都市の取組みは，大都市や巨大都市とのあいだの事務や予算など

の調整を経てはじめてなしうるからだろう。なお，国家発展改革委員会が発出した文書は，より

具体的な方針と数値を含めた到達目標を試験区域ごとに提示しており，下級に位置する行政区単

位ごとに異なる方針や到達目標を示されている試験区域もある。したがって，本稿では，試験区

域に認定された省級行政区と地級行政区の下位あるいは郷級行政区の上位に位置する県級市も，

直接指名された県級市に重点度で劣るとはいえ，農村住民の包摂という課題に率先して取り組む

ことを期待されていると考える。

図表８（１）～（２６）は，４直轄市と西蔵自治区を除く県級市人口の動向を省級行政区別にまとめ

たものである。縦軸は，１５年間の人口規模の増減幅，横軸は，２０１５年末時点の人口規模を示し

ている（各図表の縦軸と横軸は，省級行政区を異にする県級市の比較を視覚的に容易にするため

に同一の目盛間隔で作成してある）。なお，図表８でとりあげている県級市は，この間一貫して

県級市の地位にあった３３９市に限定しており，この１５年間の途中で移行，昇格，または降格に

よって県級市の地位を得たものと失ったものを除いている。４直轄市の図表がない理由は，行政

制度上県級市を設置していないためであり，西蔵自治区の図表がない理由は，２０１４年に唯一の

県級市であった日喀則市が地級市へ昇格して県級市が存在しなくなったためである。また，人口

規模の拡大と縮小は，行政面積の拡大と縮小にも影響されるが，その度合いは，軽微であると判

断している２７。

２６ 三浦有史（２０１５年４月）「都市化政策と戸籍制度改革は中国経済を救うか――着地点のみえない改革の
行方」日本総合研究所『JRIレビュー』Vol.３，No.１３，８５～１０５頁，オンライン版，日本総合研究所ウェブ
サイト（https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/jrireview/pdf/8069.pdf）。
三浦は，「新型城鎮化」政策の成否を見極めるために，２００８～２０１２年に生じた県級行政区の人口規模の
動向を確認している。その結果，三浦は，人口規模の拡大が行政面積の拡大に起因する見掛け上のものを
多分に含んでいる可能性を認めるとともに，都市化は，むしろ地級行政区を中心に進んでいるという見解
を示している。
これに対して，本稿は，観察期間を２０００～２０１５年に拡大し，２０００年前後と２０１５年前後の数値にも目を
配って原資料に散見される誤謬も補正しつつ，観察対象を県級行政区のうち県級市に限定したうえで，行
政面積の拡大と縮小では説明できない人口規模の拡大と縮小が生じていることを以下に示す。
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図表７ 「新型城鎮化政策」の試験区域（網掛けした行政区）
（１）第１期リスト（２０１４年１２月）

省級行政区 地級行政区 県級行政区 郷級行政区
（北京市） ―――― 通州区
（天津市） ―――― 薊県①

（河北省）
石家荘市
（保定市） 定州市
（張家口市） 張北県

（山西省） （晋中市） 介休市
（内蒙古自治区） （呼倫貝爾市） 扎蘭屯市

（遼寧省）
大連市

（鞍山市） 海城市

（吉林省）

長春市
吉林市

（延辺朝鮮族自治州）
延吉市
（安図県） 二道白河鎮

（黒龍江市）
哈爾浜市
斉斉哈爾市
牡丹江市

（上海市） ―――― 金山区
江蘇省

（浙江省）

寧波市
（温州市） （蒼南県） 龍港鎮
嘉興市

（金華市） 義烏市
安徽省

（福建省）
莆田市

（泉州市） 晋江市

（江西省）
鷹潭市

（宜春市） 樟樹市

（山東省）

青島市
威海市
徳州市

（菏澤市） 鄆城県

（河南省）

（鄭州市） 新鄭市
（開封市） 蘭考県
洛陽市

（許昌市） 禹州市

（湖北省）

武漢市
（襄陽市） 宜城市
孝感市
―――― 仙桃市

（湖南省）
長沙市
株洲市

（郴州市） 資興市

２７ 行政面積の拡大と縮小の影響を考慮すべき県級市は，人口規模と行政面積がともに拡大した７８市（全体
の２３％）およびともに縮小した３５市（全体の１０％）である。ただし，前者に相当する県級市のうち５７市
は，人口密度をも上昇させており，行政面積の拡大分以上に人口規模を拡大させた可能性が窺える。他方，
後者に相当する県級市のうち２１市は，人口密度をも下降させており，行政面積の縮小分以上に人口規模を
縮小させた可能性が窺える。したがって，人口密度にほとんど変化のない残る３５市の人口規模の拡大と縮
小については，見掛け上のものにすぎない可能性を孕む。
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（広東省）

広州市
深圳市〔光明新区〕

恵州市
東莞市

（広西壮族自治区）
柳州市
来賓市

（海南省） ―――― 儋州市②
渝中区
大渡口区
江北区
沙坪壩区

（重慶市） ―――― 九龍坡区
南岸区
北碚区
渝北区
巴南区

（四川省）
濾州市

（南充市） 閬中市

（貴州省）
安順市

（黔南布依族苗族自治州） 都匀市

（雲南省）
曲靖市

（大理白族自治州） 大理市
（西蔵自治区） （日喀則市） 桑珠孜区
（陝西省） （西安市） 高陵県③
（甘粛省） 金昌市

（青海省）
海東市

（海西蒙古族蔵族自治州） 格爾木市
（寧夏回族自治区） 固原市

（新疆維吾爾自治区）
（伊犂哈薩克自治州） 伊寧市

―――― 阿拉爾市
①薊県は，リスト公表後の２０１６年６月に区制に移行して薊州区となっている。
②儋州市は，リスト公表直後の２０１５年２月１９日に地級市に昇格している。
③高陵県は，リスト公表直前の２０１４年１２月に区制に移行している。

（２）第２期リスト（２０１５年１１月）
省級行政区 地級行政区 県級行政区 郷級行政区
（北京市） ―――― 房山区

（天津市） ――――
東麗区
（西青区） 中北鎮

（河北省）
（邢台市） 威県
（保定市） （高碑店市） 白溝鎮

（山西省）
（晋城市） （澤州県） 巴公鎮
（呂梁市） 孝義市

（内蒙古自治区）
包頭市

（赤峰市） 元宝山区
（鄂爾多斯市） 准格爾旗

（遼寧省）
（瀋陽市） 新民市
（丹東市） （東港市） 前陽鎮

（吉林省）
（四平市） 梨樹県
（白山市） 撫松県
（白城市） （洮北区） 林海鎮

（黒龍江市）
（佳木斯市） 同江市
（綏化市） 青岡県

（上海市） ―――― 浦東新区〔臨港地区〕
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（浙江省） 台州市

（福建省）
（三明市） 永安市
（南平市） 邵武市

（江西省）
（南昌市） 国家高新技術産業開発区①
（九江市） （永修県） 艾城鎮

（山東省）

（済南市） 章丘市②
（煙台市） 龍口市
（済寧市） 鄒城市
（臨沂市） （蘭山区） 義堂鎮

（河南省） 濮陽市

（湖北省）
（宜昌市） 宜都市
（荊州市） 松滋市

（湖南省）
（常徳市）

津市市
澧県

（懐化市） 芷江侗族自治県

（広東省）
（仏山市） （南海区） 獅山鎮
茂名市

（広西壮族自治区）
（桂林市） 全州県
（百色市） 平果県

（海南省）
（海口市） （美蘭区） 演豊鎮
―――― 瓊海市

（重慶市） ―――― 綦江区

（四川省）
成都市
綿陽市
眉山市

（貴州省）
（貴陽市・安順市） 貴安新区③
（遵義市） 遵義県④
（銅仁市） 玉屏侗族自治県

（雲南省）
（曲靖市） （宣威市） 板橋鎮

紅河哈尼族彝族自治州

（西蔵自治区）
（林芝地区） （林芝県） 八一鎮⑤
（山南地区） （乃東県） 澤当鎮⑥

（陝西省）
（西安市・咸陽市） 西咸新区⑦

（渭南市） 韓城市

（甘粛省）
（張掖市） 高台県
（酒泉市） 敦煌市

（青海省）
西寧市

（海北蔵族自治州） 門源回族自治県

（寧夏回族自治区）
（銀川市） （霊武市） 寧東鎮
（石嘴山市） 平羅県

（新疆維吾爾自治区）
（昌吉回族自治州） （昌吉市） 楡樹溝鎮

―――― （石河子市） 北泉鎮
①南昌市の国家高新技術産業開発区は，青山湖区に位置する。
②章丘市は，リスト公表後の２０１６年９月に済南市に編入されて済南市章丘区となっている。
③貴安新区は，貴陽市と安順市にまたがって位置する。
④遵義県は，リスト公表後の２０１６年３月に区制に移行して播州区となっている。
⑤八一鎮の位置する林芝地区林芝県は，リスト公表直前の２０１５年３月に林芝市巴宜区に区画変更した。
⑥澤当鎮の位置する山南地区乃東県は，リスト公表直後の２０１６年２月に山南市乃東区に区画変更した。
⑦西咸新区は，西安市と咸陽市にまたがって位置する。

（３）第３期リスト（２０１６年１２月）
省級行政区 地級行政区 県級行政区 郷級行政区

（北京市） ――――

順義区
（平谷区） 金海湖鎮
延慶区
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（天津市） ――――

（西青区） 張家窩鎮

（静海区）
大邱荘鎮
団泊鎮

（河北省）

（唐山市） 遷安市
（秦皇島市） 盧龍県
（邯鄲市） 渉県
（邢台市） 南和県
（太原市） （古交市） 馬蘭鎮

（山西省） （晋城市） （城区） 北石店鎮
（臨汾市） 侯馬市
（呂梁市） 交城県

（内蒙古自治区）
（通遼市） 科爾沁左翼中旗

（呼倫貝爾市） （鄂倫春自治旗） 大楊樹鎮
（巴彦淖爾市） 烏拉特中旗

（遼寧省）

（瀋陽市） 遼中区
（鞍山市） （台安県） 桑林鎮
（本溪市） 本溪満族自治県
（錦州市） （北鎮市） 溝帮子鎮

（吉林省）

（四平市） （公主嶺市） 範家屯鎮
（通化市） 梅河口市

（延辺朝鮮族自治州）
敦化市
（琿春市） 敬信鎮

（黒龍江市）

伊春市

（黒河市）
北安市
遜克県

（綏化市） 綏棱県

（上海市） ――――

（宝山区） 羅店鎮
（青浦区） 重固鎮
奉賢区

（浙江省）

（湖州市） （呉興区） 織里鎮
（紹興市） （柯橋区） 銭清鎮
（金華市） （婺城区） 湯溪鎮
（衢州市） 開化県

（福建省）

（福州市） 福清市
（漳州市） 長泰県
（龍岩市） 上杭県
（寧徳市） 古田県

（江西省）

萍郷市
贛州市

（吉安市） 井岡山市
撫州市

（山東省）

済南市
淄博市
煙台市

（濰坊市） 諸城市
（臨沂市） 経済技術開発区
聊城市

（河南省）
（鄭州市）

新密市
登封市

鶴壁市
（許昌市） 長葛市
（黄石市） 大冶市
（宜昌市） 長陽土家族自治県

（湖北省） （襄陽市） 老河口市
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荊門市
随州市

（湖南省）

湘潭市
郴州市

（永州市）
祁陽県
（東安県） 蘆洪市鎮

韶関市

（広東省）
（肇慶市） 四会市
（梅州市） （豊順県） �隍鎮
潮洲市

（広西壮族自治区）

（南寧市） （横県） 六景鎮
（桂林市） 荔浦県
（欽州市） 浦北県
（百色市） 靖西市

（海南省） ――――

（澄邁県） 福山鎮
（保亭黎族苗族自治県） 三道鎮
（瓊中黎族苗族自治県） 湾嶺鎮

（重慶市） ――――

永川区
璧山区
潼南区

（四川省）

（自貢市） 富順県
遂寧市
達州市

（巴中市） 南江県

（貴州省）

（六盤水市） 盤県
（黔西南布依族苗族自治州） 興義市
（黔東南苗族侗族自治州） 凱里市

（黔南布依族苗族自治州）
独山県

三都水族自治県

（雲南省）

（保山市） 騰冲市
（楚雄彝族自治州） 楚雄市
（大理白族自治州） （剣川県） 沙溪鎮

（徳宏傣族景頗族自治州） 瑞麗市

（西蔵自治区）
（日喀則市） 拉孜県
（林芝市） （巴宜区） 魯朗鎮
（山南市） （札嚢県） 桑耶鎮

（陝西省）

（宝鶏市） （岐山県） 蔡家坡鎮
延安市

（楡林市） 神木県
（商洛市） 山陽県

（甘粛省）
（白銀市） 会寧県
（天水市） 麦積区
（慶陽市） 華池県

（青海省）

（海東市） （循化撒拉族自治県） 街子鎮
（海北蔵族自治州） 海晏県
（海南蔵族自治州） 貴徳県
（果洛蔵族自治州） 瑪沁県

（寧夏回族自治区）
銀川市

（石嘴山市） （恵農区） 紅果子鎮
（呉忠市） 塩池県

（新疆維吾爾自治区）

（吐魯番市） （鄯善県） 魯克沁鎮
（巴音郭楞蒙古自治州） 庫爾勒市

（阿勒泰地区） （布爾津県） 冲乎爾鎮
（新疆建設生産兵団） 五家渠市
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２０００年末の人口規模の平均は，６４．３万，中位は，広漢市（四川省）の５８．３万，最大は，普寧

市（広東省）の１９７．２万，最少は，二連浩特市（内蒙古自治区）の１．６万であった。１５年後に

あたる２０１５年末の人口規模の平均は，６８．９万，中位は，大理市（雲南省）の６１．８万，最大は，

普寧市（広東省）の２４７．３万，最少は，二連浩特市（内蒙古自治区）の３．１万である。県級市の

人口規模は，全体的にみれば拡大しつつある。両年に共通してみられる人口規模の隔たりは，先

述したように，県級市の設置要件における総人口に関する規定の欠如と少数民族集住地区に対す

る別枠の設置要件の適用に起因する。

なお，図表８（１）～（２６）で表示されている人口は，中華人民共和国公安部がとりまとめてい

る資料に基づく戸籍ベースの人口である２８。「規画」は，市街地常住人口ベースで都市を分類し

ていたが，経年変化をたどれる県級市個々の市街地常住人口の統計は，資料の制約のため利用で

きない。ただし，市街地常住人口の全国平均は，毎年公表されており，２０１５年末時点のそれ

は，５６．１％であった。この数字を機械的にあてはめると，総人口１７８万強までの県級市が市街

地常住人口１００万未満の都市に該当することになる。２０１５年末時点で総人口が１７８万以上とな

る県級市は，広東省の普寧市（２４７．３万），広西壮族自治区の桂平市（１９９．６万），広東省の陸豊

市（１９０万），江蘇省の邳州市（１８７．５万），河南省の鄧州市（１８２．８万），広東省の廉江市

（１７９．６万），広東省の高州市（１７８．４万）の７市しかない。したがって，本稿では，県級市のす

べてが街地常住人口１００万未満の都市であると仮定する。

（１）華北地区――河北省，山西省，内蒙古自治区

本稿で検討の対象とする華北地区の県級市は，河北省では２０市，山西省と内蒙古自治区では

ともに１１市となる。

河北省では，１９市が人口規模を拡大しており，「規画」の公布以前から中国政府が意図した通

りの都市化が広範囲で進んでいたようである。人口規模を１０万以上拡大した県級市は，三河市

（４４．９万→６５．２万），任丘市（７５．２万→８９．２万），武安市（７０．６万→８３．７万），定州市（１１１．６

万→１２４．４万），河間市（７６．１万→８８．２万），涿州市（５７．４万→６８．１万）である。河北省の県級

市は，北京市および天津市との近接性から人口流出も多いと推測されるが，それを上回る省内外

からの人口流入によって人口規模を拡大してきたと思われる。人口規模の推移のみに着目すれ

ば，以上の県級市は，各市を管轄する地級市への編入や単独での地級市への昇格を十分に予期さ

せる。河北省で試験区域に認定された県級市は，定州市と遷安市である。石家荘市の下位に位置

する辛集市，晋州市，新楽市と白溝鎮の上位に位置する高碑店市も，間接的に認定されていると

判断したい。

２８ 直接参照した資料は，以下のとおりである。
２０００年末の人口は，中華人民共和国公安部編（２００１年）『中華人民共和国全国分県市人口統計資料

（２０００年度）』群衆出版社，２０１５年末の人口は，国家統計局人口和就業統計司編（２０１６年）『中国人口和就
業統計年鑑２０１６』中国統計出版社による。
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（都市名）：試験区域に認定された
　　　　　とみなしうる県級市
（都市名）：試験区域に認定された
　　　　　とみなしうる県級市

図表８ 県級市人口の動向
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（3）内蒙古自治区

山西省では，全市が人口規模を拡大している。もっとも，拡大幅は，河北省に比較して小さ

く，人口規模を最大に拡大した孝義市（４１．９万→４８．４万）でも，６．５万にすぎない。山西省で

試験区域に認定された県級市は，介休市，孝義市，侯馬市であり，間接的に認定されたとみなし

うる県級市は，馬蘭鎮の上位に位置する古交市である。

内蒙古自治区では，三様の傾向が示されている。４市が人口規模を拡大した一方で，３市が現

状を維持し，４市が人口規模を縮小した。もっとも，４市の拡大幅も，山西省の県級市をさらに

下回り，人口規模を最大に拡大した錫林浩特市（１２．９万→１８．４万）でも，５．５万にすぎない。

なお，錫林浩特市に次ぐ烏蘭浩特市（２７万→３１．９万）の人口規模の拡大は，地理的関係をみる

かぎり，牙克石市（４０．５万→３３．９万）の人口規模の縮小との関連が予想される。内蒙古自治区

で試験区域に認定された県級市は，扎蘭屯市のみである。内蒙古自治区における認定は，県級市

に限定すれば，人口規模の拡大幅よりも現状の人口規模に基づいて行われたようである。

（２）東北地区――遼寧省，吉林省，黒龍江省

本稿で検討の対象とする東北地区の県級市は，遼寧省では１６市，吉林省では１９市，黒龍江省

では１７市となる。

遼寧省と黒龍江省では，ともに４市が人口規模を拡大し，吉林省では，５市が人口規模を拡大

した。もっとも，拡大幅は，概して小さい。多くは，２万前後の拡大幅になる。人口規模を１５．１

万拡大した延吉市（３８．９万→５４．１万）は，例外の部類に属する。むしろ，目を引くのは，人口
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（6）黒龍江省

規模を縮小した県級市の多さであろう。人口規模を縮小した県級市は，遼寧省で１２市，吉林省

で１４市，黒龍江で１３市になる。このうち遼寧省の９市，吉林省の３市，黒龍江省の４市は，

２０００年末時点の人口規模が中位である５８．３万超，そのうち２市は，１００万超となる都市であっ

た。盖州市（８８．４万→６９．９万）と凌海市（６２万→５１．５万）は，人口規模の縮小がとくに著し

い。人口規模中位を上回る県級市における人口規模の縮小は，一定の人口規模を備えた県級市で

も内外の条件次第で人口規模の縮小がありうる事実を示している。遼寧省，吉林省，黒龍江省に

位置する県級市の人口規模の縮小は，北京市を中心とする省外への人口流出を主因とするものと

思われる。

遼寧省で試験区域に認定された県級市は，海城市と新民市であり，間接的に認定されたとみな

しうる県級市は，大連市の下位に位置する瓦房店市と荘河市，前陽鎮の上位に位置する東港市，

溝帮子鎮の上位に位置する北鎮市である。吉林省で試験区域に認定された県級市は，延吉市，梅

河口市，敦化市であり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，長春市の下位に位置する楡

樹市と徳恵市，吉林市の下位に位置する蛟河市，樺甸市，舒蘭市，磐石市，範家屯鎮の上位に位

置する公主嶺市，敬信鎮の上位に位置する琿春市である。黒龍江省で試験区域に認定された県級

市は，同江市と北安市であり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，哈爾浜市の下位に位

置する尚志市と五常市，斉斉哈爾市の下位に位置する訥河市，牡丹江市の下位に位置する綏芬河

市，海林市，寧安市，穆棱市，東寧市（２０１５年１２月に市制へ移行しており，図表８（６）には含
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まれない），伊春市の下位に位置する鉄力市である。

遼寧省，吉林省，黒龍江省で試験区域に認定された県級市は，人口規模と変動幅のいずれでも

大きな開きがある。また，人口規模を縮小した海城市，新民市，敦化市，梅河口市，北安市が，

試験区域に認定されており，人口移動の経路を新たにつくりだそうとする中国政府の意図を認め

ざるをえない。

（３）華東地区――江蘇省，浙江省，安徽省，福建省，江西省，山東省

本稿で検討の対象とする華東地区の県級市は，江蘇省では２１市，浙江省では２０市，安徽省で

は５市，福建省では１３市，江西省では９市，山東省では２８市となる。

江蘇省では，１４市が人口規模を拡大している一方，７市が人口規模を縮小しており，人口規模

の二極化が進展している。人口規模を拡大している県級市の多くは，江蘇省中・南部（蘇南地

区）に位置している。江蘇省中・南部は，長江デルタ経済圏を形成する地域であり，とりわけ昆

山市（５９．５万→７８．７万）は，人口規模の拡大が著しい。残る江蘇省北部では，邳州市（１５５．６

万→１８７．５万）と新沂市（９６．３万→１１２．７万）の存在感が際立っている。両市は，「両（二）横

三縦」政策の東隴海地区と中原経済区を結ぶ線上に位置しており，近年，経済開発が目覚まし

い。行政区画を接する２市の合併を前提にして地級市への昇格させる建議（無記名）が，中国共

産党江蘇省委員会のウェブサイトに掲載されており２９，今後の展開にも，注意を払うことにした

い。他方，人口規模を縮小した県級市のすべてが，２０００年末時点の人口が５８．３万超であった。

具体的にいえば，啓東市（１１６．２万→１１２．１万），如皋市（１４５．７万→１４３．７万），海門市（１０３．６

万→１００万），東台市（１１７．３万→１１２．７万），高郵市（８３．４万→８１．６万），句容市（５９．６万→

５９．１万），泰興市（１２８．３万→１１９．５万）である。集積の利益を発生させている県級市を数多く

擁する江蘇省では，県級市間の人口移動が盛んであると推察され，一定の人口規模を擁していた

県級市が人口規模を縮小させている。なお，江蘇省は，省全域が試験区域に認定されている。

浙江省では，１７市が人口規模を拡大しつつある。人口規模の拡大幅で上位になる県級市は，

楽清市（１１５．５万→１２８万），義烏市（６６．８万→７７．２万），臨海市（１０９．８万→１１９．６万），永康市

（５０．１万→５９．７万），温嶺市（１１３．８万→１２１．５万）である。浙江省で試験区域に認定された県級

市は，義烏市のみであり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，寧波市の下位に位置する

余姚市，慈溪市，奉化市，嘉興市の下位に位置する海寧市，平湖市，桐郷市，台州市の下位に位

置する温嶺市と臨海市である。

安徽省では，４市が人口規模を拡大している。界首市（７２．８万→８０．２万）は，拡大幅が突出

している。安徽省も，江蘇省と同様に，省全域が試験区域に認定されている。安徽省の中央東部

は，上海市，江蘇省中南部および浙江省北部とともに長江デルタ経済圏を形成しており，「両

２９ 無記名「網友建言：強烈呼吁邳州市合併新沂市昇格為地雫邳州市」中国共産党江蘇省委員会ウェブサイ
ト（http://zgjssw.jschina.com.cn/zhuanti/sswghgzjy/201507/t2266287.shtml）。
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（二）横三縦」政策や「一帯一路」構想の拠点としても位置づけられている。

福建省では，全市が人口規模を拡大しつつある。筆頭は，福清市（１１９．６万→１３４．４万）であ

る。福建省で試験区域に認定された県級市は，福清市，晋江市，永安市，邵武市である。

江西省でも，全市が人口規模を拡大しつつある。拡大幅も，総じて大きい。人口規模を１０万

以上拡大した県級市は，豊城市（１２２．７万→１４９．４万），楽平市（７６万→９３．２万），瑞金市（５８．６

万→６９．８万），井岡山市（６万→１６．９万）である。江西省で試験区域に認定された県級市は，樟

樹市と井岡山市であり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，鷹潭市の下位に位置する貴

溪市と贛州市の下位に位置する瑞金市である。

山東省では，１８市が人口規模を拡大し，１０市が人口規模を縮小している。山東省の県級市の

人口規模は，江蘇省と同様に，二極化する傾向にある。拡大幅の大きさで注目される県級市は，

滕州市（１５５．１万→１６９．８万），臨清市（７１．４万→８０．２万），即墨市（１０６．６万→１１４．９万），新泰

市（１３３．８万→１４１．３万），鄒城市（１１１．１万→１１８．５万）などである。このうち滕州市と鄒城市

は，行政区域を接しており，両市一帯となった都市建設を進めやすい環境にある。両市は，江蘇

省の邳州市と新沂市と同様に，合併による地級市への昇格が検討されても不自然とは思われない

状況にある。他方，安丘市（１０９．９万→９５．５万）と昌邑市（６８．４万→５８．８万）は，人口規模を

それぞれ１４．３万と１０万も縮小している。

山東省で試験区域に認定された県級市は，章丘市，龍口市，鄒城市，諸城市であり，間接的に

認定されたとみなしうる県級市は，比較的多く，青島市の下位に位置する什州市，即墨市，平度

市，莱西市，煙台市の下位に位置する莱陽市，莱州市，蓬莱市，招遠市，栖霞市，海陽市，威海

市の下位に位置する栄成市と乳山市，徳州市の下位に位置する楽陵市と禹城市，聊城市の下位に

位置する臨清市である。

（４）中南地区――河南省，湖北省，湖南省，広東省，広西壮族自治区，海南省

本稿で検討の対象とする中南地区の県級市は，河南省では２１市，湖北省では２４市，湖南省で

は１６市，広東省では２０市，広西壮族自治区では７市，海南省では５市となる。

河南省では，２０市が人口規模を拡大しつつあり，人口規模を１０万以上拡大した県級市が，１０

市にものぼる。内訳は，鄧州市（１５０．３万→１８２．８万），永城市（１３１．１万→１５７．５万），項城市

（１１３．３万→１３６．３万），汝州市（９３．８万→１１４．７万），新鄭市（６１．４万→７７．９万），林州市（９７．３

万→１１２．６万），禹州市（１１６．９万→１３２万），新密市（７４．３万→８８．７万），長葛市（６７．７万→

７８．５万），登封市（６１．５万→７２．２万）である。とりわけ鄧州市は，３０万以上も人口を拡大して

いる。河南省で試験区域に認定された県級市は，新密市，新鄭市，登封市，禹州市，長葛市であ

り，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，洛陽市の下位に位置する偃師市である。

湖北省では，１６市が人口規模を拡大している一方，８市が人口規模を縮小している。拡大幅の

大きさで注目される県級市は，利川市（８２万→９１．６万），武穴市（７３万→８１．７万），大冶市

（８８．８万→９７．４万）である。湖北省で試験区域に認定された県級市は，大冶市，宜都市，老河口
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市，宜城市，松滋市，仙桃市であり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，荊門市の下位

に位置する鐘祥市，孝感市の下位に位置する応城市，安陸市，漢川市，随州市の下位に位置する

広水市である。

湖南省では，１４市が人口規模を拡大しつつある。うち耒陽市（１２３．１万→１４２万），瀏陽市

（１３２．１万→１４６．９万），武岡市（７２．２万→８４．１万），常寧市（８３．７万→９５．５万），漣源市（１０６．６

万→１１７．５万）は，人口規模を１０万以上拡大した。湖南省で試験区域に認定された県級市は，

津市市のみであり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，長沙市の下位に位置する瀏陽

市，株洲市の下位に位置する醴陵市，湘潭市の下位に位置する湘郷市と韶山市，郴州市の下位に

位置する資興市である。

広東省では，１８市が人口規模を拡大しつつある。人口規模を１０万以上拡大した県級市は，１０

市にものぼり，内訳は，普寧市（１９７．２万→２４７．３万），陸豊市（１４９万→１８９万），化州市

（１３７．２万→１７２．５万），廉江市（１４８．２万→１７９．６万），雷州市（１４７．６万→１７７．４万），高州市

（１５３．５万→１７８．４万），信宜市（１２１．３万→１４４．７万），羅定市（１０７．４万→１２８．５万），呉川市

（９８．６万→１１８．４万），陽春市（１０４．２万→１１８．５万）である。驚くべきことに，普寧市は，５０万

以上も人口を拡大している。広東省で試験区域に認定された県級市は，四会市のみであり，間接

的に認定されたとみなしうる県級市は，韶関市の下位に位置する楽昌市，南雄市，茂名市の下位

に位置する化州市，高州市，信宜市である。近年の拡大幅が著しく大きい都市は，むしろ敬遠さ

れているようにみえる。これらの都市は，市街地常住人口が１００万以上になるのかもしれない。

広西壮族自治区では，６市が人口規模を拡大しつつある。人口規模を１０万以上拡大した県級

市は，桂平市（１６３．１万→２００万），北流市（１１６．２万→１４７．８万），嶺溪市（７６．９万→９４．５万）

である。桂平市と北流市は，３０万以上も人口を拡大している。広西壮族自治区で試験区域に認

定された県級市は，靖西市（２０１５年１２月に市制へ移行しており，図表８（１７）には含まれない）

のみであり，間接的に認定されたとみなしうる県級市も，わずかながら人口規模を縮小した来賓

市の下位に位置する合山市のみである。

海南省では，全市が人口規模を拡大しつつある。ただし，全市とも，拡大幅は１０万に満たな

い。海南省で試験区域に認定された県級市は，瓊海市のみである。

河南省，湖南省，広東省，広西壮族自治区では，特定の県級市に人口が集中する傾向が強く，

湖北省と海南省では，比較的多くの県級市に人口が分散する傾向が強いという印象を受ける。

（５）西南地区――四川省，貴州省，雲南省

本稿で検討の対象とする西南地区の県級市は，四川省では１４市，貴州省では７市，雲南省で

は９市となる。

四川省では，１３市が人口規模を拡大しつつある。拡大幅が最大になる県級市は，西昌市

（５５．６万→６５．３万）であり，四川省の県級市のなかでは群を抜いている。四川省で試験区域に認

定された県級市は，閬中市のみであり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，成都市の下
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（21）雲南省

位に位置する都江堰市，彭州市，邛崍市，崇州市，綿陽市の下位に位置する江油市，達州市の下

位に位置する万源市である。

貴州省では，全市が人口規模を拡大しつつある。凱里市（４２．５万→５６．９万），興義市（７０．５

万→８４．８万），仁懐市（５６．１万→６９．６万）は，人口規模を１０万以上拡大している。貴州省で試

験区域に認定された県級市は，都匀市，興義市，凱里市である。

雲南省でも，全市が人口規模を拡大しつつある。うち宣威市（１３０万→１５２．９万）と大理市

（５０．１万→６１．８万）は，人口規模を１０万以上拡大している。雲南省で試験区域に認定された県

級市は，大理市，騰冲市（２０１５年８月に市制に移行しており，図表８（２１）には含まれない），

楚雄市，瑞麗市であり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，板橋鎮の上位に位置する宣

威市，紅河哈尼族彝族自治州の下位に位置する箇旧市と開遠市である。

（６）西北地区――陝西省，甘粛省，青海省，寧夏回族自治区，新疆維吾爾自治区

本稿で検討の対象とする西北地区の県級市は，陝西省では３市，甘粛省では４市，青海省と寧

夏回族自治区ではともに２市，新疆維吾爾自治区では１５市となる。

陝西省では，２市が人口規模を拡大しつつあり，興平市（５５．５万→６１．７万）は，拡大幅が最

大になる。陝西省で試験区域に認定された県級市は，韓城市のみである。

甘粛省でも，２市が人口規模を拡大している。うち臨夏市（２０．６万→２５．５万）は，拡大幅が

最大になるが，甘粛省で試験区域に認定された県級市は，敦煌市のほうである。
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（24）青海省
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（25）寧夏回族自治区
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（26）新疆維吾爾自治区

青海省では，全市が人口規模を拡大しており，格爾木市（８万→１３万）は，拡大幅が最大にな

る。青海省で試験区域に認定された県級市は，この格爾木市のみである。

寧夏回族自治区では，１市が人口規模を拡大している。その青銅峡市（２４．５万→２８．２万）の

拡大幅は，３．７万である。寧夏回族自治区で試験区域に認定された県級市は，存在せず，間接的

に認定されたとみなしうる県級市は，人口規模を縮小した寧東鎮の上位に位置する霊武市のほう

である。

新疆維吾爾自治区では，１４市が人口規模を拡大しつつある。人口規模を１０万以上拡大した県

級市は，喀什市（３２．５万→６２．８万），伊寧市（３４．３万→５８．８万），庫爾勒市（３５．８万→５５．９

万），和田市（１７万→３４．８万），哈密市（３７．５万→４８．９万）である。喀什市は３０．３万，伊寧市

は２４．５万，庫爾勒市は２０．１万，和田市は１７．８万，哈密市は１１．４万人口規模を拡大した。新疆

維吾爾自治区で試験区域に認定された県級市は，庫爾勒市と伊寧市に加え，２００２年に複数の県

級行政区の行政区域を寄せ集めてともに県級市となった阿拉爾市と五家渠市（ともに図表８

（２６）には含まれない）であり，間接的に認定されたとみなしうる県級市は，楡樹溝鎮の上位に

位置する昌吉市と北泉鎮の上位に位置する石河子市である。

これまで確認してきたように，中国政府は，近年の人口規模の拡大幅や直近の人口規模の優位

性から集積の利益が生じていると見込まれる県級市を試験区域に認定する一方，真逆の状況にあ

る県級市をも試験区域に認定していた。人口１００万超の県級市と人口１０万超の県級市がともに
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試験区域に認定されている事実は，中国政府が長期的な視点に立って国土全体の均衡的発展を意

識しつつ「城鎮化」構想を進めている証左となろう。中国政府は，「両（二）横三縦」政策や

「一帯一路」政策との兼ね合いも考慮しているようである。また，人口規模を縮小しつつある県

級市も，試験区域に認定されており，他省・他自治区への人口流出に歯止めをかける狙いがある

ように思われた。

おわりに

本稿の目的は，「規画」が農村住民の受入れ拠点として想定している小都市と中都市が人口規

模からみて集積の利益を発揮しうる条件を潜在的であれ顕在的であれ備えているか否か判断した

うえで，国家発展改革委員会がその試験区域として認定した県級市の認定基準について考察する

ことにあった。前者については，日本の都市の人口規模との比較から集積の利益を十分に発揮し

うるという結論に至り，後者については，近年の人口規模の拡大幅や直近の人口規模の優位性か

ら集積の利益が大きいと見込まれる県級市を試験区域に数多く認定している一方，国土全体の均

衡的発展を実現するために真逆の状況にある県級市をも試験区域に認定していることを明らかに

した。

また，２つの目的に取り組む過程で，「新型城鎮化」政策は，人口と産業の集積の度合いに応

じた段階的対応を基本方針としている可能性を示した。本稿は，結果的に，省級行政区間や地級

行政区間の分析では捕捉できない人口移動と都市化との動向をも俎上に載せたことになる。

もちろん，残された課題も，膨大である。なかでも，試験区域の認定数で県級市と肩を並べる

県については，設置数が県級市の５．４倍（２０１５年末）にものぼるために検討の対象から外さざ

るをえなかった。県は，市街地常住人口がすでに１００万を超えている県級市が数多くある省・自

治区や県級市の設置数が少ない省・自治区では，農村住民の受入れ拠点として積極的に位置づけ

られていると思われる。県級市と県を同一の視野に収めた考察は，今後の課題としたい。

また，県級市の人口規模の拡大要因については，分析手法上の限界もあってまったく触れられ

なかった。本稿では，県級市で生じている人口規模の増減は，住民が集積の利益の大きさを比較

考量して居住地となる県級市を選択した結果であるという前提で論を進める以外になかった。こ

の点については，とりわけ人口規模の拡大が著しい県級市を中心にして，さらなる文献調査や現

地政府への訪問調査などをして解答をいつか示したいと思っている。
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